
（様式１）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな

氏　　名          　　　　　　            　印
生年月日　　　　　　年　　　月　　　日（男・女）

建替事業計画承認申請書
大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第３条第１項の規定に基づき、指定書類を添えて次のとおり申請します。

記

１　建替種別
□単独建替　（　□隣地取得型戸建住宅建替　　□個別建替　　□誘導建替　）

　　　
□協調建替　（　□誘導建替　　□まちづくり建替　）

　　　□共同建替　（　□まちづくり建替　）

２　建替計画敷地

地番　　　大阪市　　　　　区　　　　　　　　

住居表示　　　大阪市　　　　　区　　　　　　　　
エリア　　　□優先地区　　□アクションエリア　　□一般エリア
敷地面積


㎡

（注）・優先地区の場合、建替種別の括弧内を選択してください。
・暴力団排除のため個人情報を警察に照会することがあります。

　　 ・暴力団排除のため団体の役員名簿等の提出を求めることがあります。

	大 阪 市 記 入 欄

	承認番号
	エリア
	その他

	
	
	


（様式１－２）

事業計画書

(１) 建替事業スケジュール

	年月

項目
	平成　　年

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	建築設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	除却工事等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建築工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外構工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)　この表は棒状に表してください。

(２) 建替前（除却建物棟別概要）
	用途
	構造
	階数
	建築及び
増築年
	住戸数
	床面積※（補助対象面積）
	備考
（除却年・補助事業外等）

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	
	
	
	
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	合計　
	戸
	㎡(　　　　㎡)
	

	木造合計
	㎡(　　　　㎡)
	

	木造以外合計
	㎡(　　　　㎡)
	

	戸当たり専用床面積別住戸数
	35㎡以上
	戸
	35㎡未満
	戸

	従前居住世帯数　　　　世帯
	再入居予定世帯数　　　　世帯(の内高齢者等世帯数)　　　世帯

	
	転出入居予定世帯数　　　　世帯(の内高齢者等世帯数)　　　世帯

	
	再開発住宅利用申請予定世帯数　　　　世帯


※固定資産（家屋）評価証明書に記載された面積
(３) 建替計画

	敷地面積
	㎡
	棟数
	棟
	階数
	階
	構造
	造

	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡
	容積率
	％

	用途
	□集合住宅（　□共同住宅　□連続住宅　□重ね建住宅　）　□戸建住宅

	耐火建築物等
	□耐火建築物　　□準耐火建築物
	非住宅部分
	□有　　□無

	ＥＶ設備
	□有　□無
	駐車場
（内敷地外）
	台

（　 　　台）
	駐輪場

（内原付等）
	台
（　　　　台）

	住戸タイプ詳細（集合住宅の場合、記入すること）

	住戸タイプ
	間取り
	戸数

(単身者用)
	戸当たり

専用床面積
	戸当たり

予定家賃
	設備の状況
	その他

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	


	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	
	
	戸
	㎡
	千円
	□台所 □便所 □収納□洗面 □浴室
	

	合　計
	戸
	㎡
	
	
	

	非住宅部分詳細（非住宅部分が有る場合、記入すること）

	非住宅部分の用途
	□店舗等　□自ら居住する住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	住宅専用床面積（Ａ）
	㎡
	住宅共用部分床面積（Ｂ）
	㎡

	非住宅専用部分床面積（Ｃ）
	㎡
	非住宅共用部分床面積（Ｄ)
	㎡

	
	住宅率　（Ａ＋Ｂ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
	％

	収支計画

	事業費

(消費税抜)
	実施設計費
	千円
	除却費等
	千円

	
	工事監理費
	千円
	建設工事費
	千円

	
	合　　計
	千円
	そ の 他
	千円

［　　　　　　　　　　　　　］

	他の公的助成、

融資の利用計画
	□大阪市賃貸住宅建設資金融資　　□住宅金融支援機構融資

□銀行融資　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（様式１－３）
補 助 事 業 者 一 覧

	補助事業者（代表申請者も記載のこと）

	氏　　名
	住　　所 ・ 電話番号

	（代表申請者欄）

	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－

	
	〒　　　－

ＴＥＬ　（　　　　）　　　　－


（注）１　補助事業者全員を記載してください。

２　代表申請者以外の補助事業者は、この要綱に基づく権利、義務、手続き等すべての事柄を代表申請者に委任する旨の委任状を添付してください。

３　この要綱に基づく大阪市からの通知は、代表申請者のみに行います。
（様式１－４）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

委　　任　　状

　この度、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱の規定に基づく申請をするにあたり、代表申請者と協力して同要綱に定める事項を責任を持って遂行することを誓約するとともに、同要綱に基づく権利、義務及び手続き等すべての事柄について、代表申請者として

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　に委任いたします。

　なお、同要綱に基づき、代表申請者が受領した補助金の返還を求められた場合、当該返還義務については、私儀も代表申請者と連帯してその責任を負うものとします。

補助事業者
住所 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな

氏　　名         　　　　　　            　印
生年月日　　　　　　年　　　月　　　日（男・女）
（注）・補助事業者が複数の場合は、代表申請者を除く補助事業者の全員による委任状としてください。
・暴力団排除のため個人情報を警察に照会することがあります。

　　 ・暴力団排除のため団体の役員名簿等の提出を求めることがあります。

（様式１－５）

計画敷地内の権利者一覧
	地名地番
	所有権者
氏名
	補助事業者の
権利の種別
	敷地面積(㎡)

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）１　公図を添付してください。

２　計画する敷地の全てについて記載（登記上の筆及び権利ごと）し、計画敷地内の権利者の全てであることを証する書類を添付してください。（登記簿謄本又は、従前建物の所有を目的とする土地の賃貸借契約書及び使用承諾書等による。）

３　土地所有者等が複数である場合は、土地所有者等の全員が建替えに同意している旨の書類を添付してください。

（様式１－６）

平成　　年　　月　　日

様

承　　諾　　書

　この度、貴方が大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱の規定に基づく申請をするにあたり、以下の土地についての使用を承諾いたします。

記

１　土地の所在地

大阪市


区

２　地　　　　　　積




㎡
土 地 所 有 者

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
（注）印鑑登録証明書を添付してください。

（様式１－７）

計画敷地の建物の現況一覧
	所在地番
	権利者氏名
	建築年月日
	用途
	延　床　面　積

実測面積（評価証明面積）
	借家の有無

	家屋番号
	権利の種別
	構　　　造
	階数
	除却建物延床面積

実測面積（評価証明面積）
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合 計
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　計画敷地内の建物の全てについて棟ごとに記載し、建物登記簿謄本及び固定資産（家屋）評価証明書（棟明細の表記があり、共有者氏名、建築年が付記されていること）を添付してください。

２　補助事業者以外に建物所有者がいる場合は、補助事業者を除く建物所有者全員が除却を承諾している旨の書類を添付してください。

３　位置図及び建物の外観写真（１棟あたり２方向程度）を添付してください。
（様式１－８）

平成　　年　　月　　日

様

承　　諾　　書

　この度、貴方が大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱の規定に基づく申請をするにあたり、私所有の次の建物について除却する事を承諾いたします。

記

１　建物所在地

大阪市


区

２　家屋番号　　　

３　構造・階数



造


階建

４　延床面積



㎡
建 物 所 有 者

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
（注）印鑑登録証明書を添付してください。

（様式１－９）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
入居者の同意書
次の者が、本事業の入居者のすべてであり、全員が大阪市民間老朽住宅建替支援事業による建替に同意しております。

記

建替計画敷地

大阪市　　　　区

	番号
	世 帯 主 名
	居住者数（人）
	契 約 者 氏 名
	印

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（様式１－10）

希　望　調　査　票
私は、大阪市民間老朽住宅建替支援事業「従前居住者家賃補助制度」について、理解したうえで（　再入居者　・　転出入居者　家賃補助）の適用を（　希望します　・　希望しません　）。

平成　　年　　月　　日

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先および

電話番号

　この調査票は、補助事業者　　　　　　　　　　　　　　　　氏　の建替事業に伴い、その借家人の方が大阪市民間老朽住宅建替支援事業における「従前居住者家賃補助制度」について、その適用を希望するかどうかを調査するものです｡

　したがって、希望された方が必ずしも家賃補助が受けられることを約束するものではありません｡

　再入居予定者が家賃の補助を受けるには、本制度に基づく補助を受けて建設された住宅へ再入居する場合で、大阪市民間老朽住宅建替支援事業従前居住者家賃補助制度補助金交付要綱の定めに適合し、立ち退き前に家賃補助登録申請、再入居後の交付申請等が必要となります。
　転出入居予定者が家賃の補助を受けるには、大阪市内の民間賃貸住宅に転出入居する場合で、大阪市民間老朽住宅建替支援事業従前居住者家賃補助制度補助金交付要綱の定めに適合し、立ち退き前に家賃補助登録申請、転出入居後の交付申請等が必要となります。
　

（様式１－11）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

誓　　約　　書

この度、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱の規定に基づく申請をするにあたり、同要綱並びに大阪市民間老朽住宅建替支援事業従前居住者家賃補助制度補助金交付要綱に基づく規定を遵守します。

万一、補助事業に関わる関係者とトラブルが発生したときは、補助事業者が責任をもって対処するとともに、同要綱に違反した場合において、補助金の一部又は全部について支払いが完了している場合には、既に大阪市から交付された補助金全額を指定された期日までに返還する責を負います。
補助事業者が補助事業を断念した場合は、大阪市が既に従前居住者に交付した家賃補助金全額を指定された期日までに大阪市に返還する責を負うとともに、補助事業断念時以降に、大阪市が従前居住者に対して事業断念に起因する債務を負った場合についても、その債務の全金額を指定された期日までに大阪市に対して補助事業者が補償する責を負います。

また、補助事業断念時以降の従前居住者とのトラブルについても、補助事業者と従前居住者の間で解決し、大阪市に一切迷惑をかけません。

仮移転家賃補助を受けた従前居住者が補助事業者の責めにより、大阪市民間老朽住宅建替支援事業従前居住者家賃補助制度補助金交付要綱に定める再入居期限までに再入居しなかった場合は、再入居期限までの家賃にかかる大阪市が従前居住者に交付した家賃補助金全額（再入居期限以降に支払う金額を含む。）を、補助金額から減じることについて補助事業者は了承し、大阪市に対して一切異議申し立てしません。


複数の土地所有者等による協調建替を行う場合、先行する補助事業が完成するまでに建築工事に着手します。先行する補助事業が完成するまでに建築工事の着手の見込みがない場合で、既に協調建替として補助金が交付されているときは、大阪市から交付された補助金の全額を指定された期日までに返還する責を負います。

建替事業計画承認を受けた年度内に実施設計に着手し、承認を受けた日から１年以内に建替事業計画認定申請書を提出します。また、建替事業計画認定を受けた年度内に建設工事に着手します。


共同建替を行う場合、建替え後の建物につきましては共同建替の補助事業者全員で所有します。


隣地取得型戸建住宅建替を行う場合、建替事業計画認定申請書は提出せず、建替事業計画承認を受けた年度内に建設工事に着手します。

長屋建て建物の一部を除却する際は、構造上同一棟となっている建物の所有者に対し、実施内容・方法、建物の耐久性・耐震性への影響等について説明し、建物の部分を切り離すことについて承諾を得たうえで、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱の規定に基づく申請をします。
なお、本申請は暴力団の利益になるような申請ではなく、建替後の建物は暴力団事務所として使用しません。

以上、誓約いたします。
補 助 事 業 者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（注）補助事業者が複数の場合は、補助事業者の全員による誓約書としてください。

（様式１－12）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

敷地外に駐車施設を確保する旨の誓約書

大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱に基づき、補助事業を行うにあたり、自動車駐車施設が敷地内に設置できない計画となったため、敷地外に確保致します。

１．敷地内に設置できない理由

２．敷地外に駐車施設を確保するにあたりましては、次の内容を遵守することを誓約します。

1 大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱に定められた必要台数
　　　　台（内敷地外　　　　台）の駐車施設を建物存続期間中継続して確保しつづけます。

2 建物完成時には上記台数の駐車施設の契約書を提出いたします。

③契約していた駐車施設の契約が継続できなくなったときは、速やかに代わりの駐車施設を確保します。









④確保する駐車施設は、本件敷地の350ｍ以内とします。

３．上記の内容に違反した場合には、既に大阪市から交付された補助金全額を指定された期日までに返還する責を負います。

補 助 事 業 者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（注）補助事業者が複数の場合は、補助事業者の全員による誓約書としてください。

（注）契約は、原則として年間契約としてください。

（様式１－13）

協　　定　　書

　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という）と　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という）は、大阪市民間老朽住宅建替支援事業による建替えに際し、次の規定を遵守し、一体性に配慮した設計に基づいて建替えを行い、良好なまちなみの形成を図るものとします。また、今後、同事業を活用した建替えが計画された時は、その事業についても、次の規定を遵守した良好なまちなみの形成への協力を求め、協力が得られる時は協定書を交わし、協力して良好なまちなみの形成に努めるものとします。

記

・（例）壁面位置を揃え、色彩はまちなみに調和したものとする
・

・

平成　　年　　月　　日

甲
住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
乙

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（様式２）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

建替事業計画承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった建替事業計画については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第３条第２項の審査の結果、承認となりましたので通知します。

記

１　建替種別　　　
２　事業期間
　建替事業計画承認日　～　平成　　年　　月　　日

３　建替計画概要
	承認番号
	

	計画敷地
	大阪市　　　　　　区

	敷地面積
	　　　　　　　　　㎡

	従前建物状況
	棟数：　　　　棟
	戸数：　　　　戸
	階数：　　　　階　構造：

	
	用途：
	建築年：

	
	延床面積：　　　　　　㎡（補助対象床面積：　　　　　㎡）

	計画建物概要
	棟数：　　　　棟
	戸数：　　　　戸
	階数：　　　　階　構造：

	
	用途： 
	

	
	延床面積：　　　　　　㎡


（注）・事業期間内、かつ、補助金の交付決定を受けた年度の３月15日（本市の定める休日である場合は、その日以前の直近の休日でない日）までに実績報告または建替完了報告を提出しなければなりません。
・補助事業の着手（設計契約等）は補助金の交付決定後に行ってください。

・補助事業の内容を変更する場合には、市長の承認を受けなければなりません。変更の申請又は届出を怠った場合は、建替事業計画承認を取り消します。ただし、建替事業計画認定申請までに変更する場合は、この限りではありません。
・補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
（様式２－２）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

不承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった件については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第３条第５項、第６条第８項又は第10条第２項の審査の結果、不承認となりましたので通知します。
記

１　補助事業者
住　所　　

氏　名

２　建替計画敷地
大阪市


区

３　不承認の理由
（様式３）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
建替事業計画認定申請書
大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第４条第１項の規定に基づき、指定書類を添えて次のとおり申請します。

記

１　承認番号
２　建替種別
□単独建替　（　□個別建替　　□誘導建替　）

　　　
□協調建替　（　□誘導建替　　□まちづくり建替　）

　　　□共同建替　（　□まちづくり建替　）

３　建替計画敷地
地番　　　大阪市　　　　　区　　　　　　　　

エリア　　　□優先地区　　□アクションエリア　　□一般エリア
敷地面積


㎡
　　　
（注）優先地区の場合、建替種別の括弧内を選択してください。
	大 阪 市 記 入 欄

	エリア
	その他

	
	


（様式３－２）
	推捗状況
	建替建設費補助
	賃貸住宅建設資金融資
	備　　　　考

	
設計業務契約（実施設計）

設計着手

(　   .   .   )


確認済証の交付
(　   .   .   )


建設工事契約

工事着手

(　   .   .   )

（解体工事※4・建設工事）


工事の完成

(　   .   .   )

竣工検査（建築基準法）

(　   .   .   )


検査済証の交付

(　   .   .   )

入居


	事前協議

承認申請 


承認　 (　   .   .   )


交付申請


交付決定※1(　   .   .   )

着手届　 (　   .   .   )

認定申請※2(　   .   .   )


認定　 (　   .   .   )


交付申請※3(　   .   .   )


交付決定　 (　   .   .   )

着手届　 (　   .   .   )
建替完了報告※5

(　   .   .   )

現地完了検査


補助金の額の確定


補助金請求
補助金の入金
	融資申込(　   .   .   )

融資承認(　   .   .   )

保存登記

抵当権の設定登記

最終融資額の確定

最終融資額の入金
	※1　交付決定を受けた補助対象事業が完了した場合は、実績報告を行い、補助金の額の確定後、補助金請求を行うこと。

※2　確認済証添付
※3　建設工事が複数年度にわたる場合は、全体設計承認申請を行い、交付申請は完成予定年度の４月１日に行うこと。
※4　実施設計と同時に交付申請及び工事着手も可

※5　検査済証、領収書及び登記簿謄本（建物）添付

補助金相当額の
つなぎ融資の調達




（様式３－３）

建設基準チェックリスト
	エリア
	□一般エリア　　　□アクションエリア（ＡＡ）　　　□優先地区　　　□老朽住宅密集市街地整備事業区域


	
	条
	項号節
	建設基準チェック項目
	チェック欄

	共通事項
	（要領）３
	(1)
	主な屋外の歩行空間、共用階段及び共用廊下の床の仕上げは、滑りやつまずきに対する安全性に配慮している
	　

	
	
	(2)
	主な屋外の歩行空間の階段及び傾斜路、共用階段の傾斜部分並びに共用廊下の少なくとも片側に連続した手すりを設置（勾配が20分の１以下又は高低差が16ｃｍ以下かつ勾配が12分の１以下の傾斜路を除く）
	　

	
	
	(3)
	共用階段及び共用廊下は、手すりの設置等落下防止のための措置が講じられたものである
	

	構造等
	（要綱別表）
	3
	□耐火建築物　又は　□準耐火建築物
	　

	
	
	
	容積率　　　　　　　%.≧基準容積率　　　　　　　%×１／２
	　

	壁面後退
	（要領）３
	(4)
	建物及びガレージの壁面は道路境界線から　　　　　　　　ｍ≦１ｍ（一般エリア以外は０．５ｍ）後退
	　

	
	
	(5)
	後退部の緑地等は緊急時に車両が通行できるよう努め、塀、ネットフェンス又は駐車スペースは設置しない
	　

	住棟へのアプローチ等
	（要領）３
	(6)
	主な歩行空間の幅員　　　　　　ｍ≧０．９ｍ
	　

	
	
	
	車椅子のすれ違いが可能な部分的に広いところを設けるとともに高低差が生じる場合にはできる限り傾斜路を設ける
	

	
	
	(7)
	主な屋外階段はＴ≧24cm、55cm≦Ｔ＋2Ｒ（　　　　　cm）≦65cm　（Ｒ：蹴上げ　　　　　ｃｍ　Ｔ：踏面　　　　　ｃｍ）
	　

	共用階段
	（要領）３
	(8)
	屋内階段の有効幅員　　　　　　　ｍ≧１．２ｍ、屋外階段の有効幅員　　　　　　　ｍ≧０．９ｍ（軽微な階段は除く）
	　

	
	
	(9)
	主な階段の勾配はＴ≧24cm、55cm≦Ｔ＋2Ｒ（　　　　　cm）≦65cm　（Ｒ：蹴上げ　　　　　ｃｍ　Ｔ：踏面　　　　　ｃｍ）
	　

	
	
	(10)
	構造は最上段の通路への食い込みや最下段の通路への突出がないものとする
	　

	
	
	(11)
	蹴込板を設置するとともに、蹴込寸法　　　　　　cm≦３cm
	　

	
	
	(12)
	複数の照明を設置するなど、路面に影が生じないよう努める
	　

	共用廊下
	（要領）３
	(13)
	段差が無い（傾斜路設置の場合、勾配　　　　　　　≦1/12　（高低差が10㎝未満の時は勾配　　　　　　　≦1/8)）
	　

	各住戸の玄関の出入口
	（要領）３
	(14)
	沓摺と玄関外側の差　　 　　　cm≦２cm、沓摺と玄関土間の差　　　　　 mm≦５mm
	　

	エレベーター
（EV）
	（要領）３
	(15)
	EVホールへのアクセスに高低差が生じる場合は、有効幅員　　　　　　　ｍ≧１.２ｍの傾斜路を設置
	　

	
	
	(16)
	ＥＶホールへのアクセスのための階段及び傾斜路に、少なくとも片側に連続した手すりを設置
（勾配が20分の１以下又は高低差が16ｃｍ以下かつ勾配が12分の１以下の傾斜路を除く）
	　

	
	
	(17)
	ＥＶホールに、車椅子が回転できるスペース（１.５ｍ角以上）
	　

	
	
	(18)
	ＥＶ開口幅　　　　　　　　ｍ≧０.８ｍ
	　

	
	
	(19)
	車椅子の利用者が操作できる高さに、乗り場ボタン及びEVのかご内の操作パネルを設置
	　

	
	
	(20)
	ＥＶホールからかご内を見通せる構造の窓又は防犯モニタ等を設置
	　

	
	
	
	非常時に押しボタン、インターホン等によりかごの内部から外部に連絡又は吹鳴する装置を設置
	　

	緑地及び
空地の整備
	（要領）３
	(21)
	接道部の周辺に一定のまとまりのある空地　　　　　　　　　㎡（敷地面積の　　　　　　　％≧５％）
	

	
	
	
	接道部の周辺に一定のまとまりのある緑地　　　　　　　　　㎡（敷地面積の　　　　　　　％≧３％）
	

	
	
	
	協調建替にあっては、連続性や一体性の確保に努めている
	

	
	
	(22)
	道路沿いの屋外床面の仕上げについては、タイル等により美装化
	

	
	
	(23)
	接道部周辺の緑地及び補助対象となる緑地については、樹木又は地被植物を適宜植える
	

	
	（要綱別表）
	3
	協調建替で敷地面積の合計が300㎡以上の場合、有効空地は　　　　　　　㎡（各敷地面積の　　　　　％≧10％以上）
	

	駐車施設等
	（要領）３
	(24)
	駐車施設　　　　 　　台≧必要台数　　　　　　　台（補助対象住戸数の25％）、内敷地外設置　　　　　　　台
	

	
	
	
	駐輪施設　　　　　　　台≧必要台数　　　　　　　台（35㎡超補助対象住戸数×100％＋35㎡以下補助対象住戸数×70％）、内原付用　　　　　　　台≧必要台数　　　　　　　台（駐輪必要台数の５％）、他にバイク用　  　 　　台（適宜）
	

	
	
	
	敷地外駐車施設は補助事業を行う敷地から350m以内に確保し、条例等に定める規定を遵守する
	

	
	
	(25)
	区画は自動車1台につき2.3m×5.0m以上、自転車1台につき0.5m×2.0m以上（ラック等、特殊な装置を用いる場合は、幅の縮小が可能）、原付用自転車1台につき0.8m×2.0m以上とし、区画線等により明示する
	

	集会所等の設置
	（要領）３
	(26)
	建替後の分譲住宅の補助対象住戸数が70戸以上の場合、35㎡以上の集会所等を設置し、位置等の要件を満たす
	

	その他
	（要領）３
	(40)
	「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」に基づく防犯性の高い設計に努めている
	　

	
	
	(41)
	防災コミュニティ道路の沿道において建替えを行う場合は、３ｍ以上壁面を後退し、整備基準を満たす
	　

	
	
	(42)
	狭あい道路の沿道において建替えを行う場合は、道路整備仕様を満たす
	　

	
	
	(43)
	標示板を一般の通行人及び賃借人に周知できる位置に表示する
	　

	
	
	(44)
	建替後が分譲住宅の場合、防災力強化マンションの認定を受けるよう努める
	　

	住宅の規模
	（要綱別表）
	3
	各住戸の住宅専用床面積は50㎡（AA・優先は35㎡）以上120㎡以下及び2居住室、1寝室以上を有する
	　

	
	（要領）３
（要綱別表）
	(27)
３
	小規模住戸（住宅専用床面積25㎡以上）数は　　　　　　　　　戸（補助対象住戸数の　　　　　　　％≧30％以下(一般エリア以外等は50％以下、又は、従前の住宅専用床面積が35㎡未満の住戸数以下（従前の住宅専用床面積が35㎡未満の住戸数が補助対象住戸数の50％を超える場合）)　かつ1寝室以上を有する
	　


	住戸内の

バリアフリー
	□一般エリア　：　該当する項目を100％遵守

□一般エリア以外　：　該当する項目を70％以上遵守
	下表の

○の数／該当項目数
	／

（　　　　　　　　　％）


	住戸内の

バリアフリー
	条
	項号節
	建設基準チェック項目
	チェック欄

	全般
	（要領）３
	(28)
	
	床（浴室出入口を除く）は段差のない構造（５mm以内）
	

	
	
	
	
	主たる寝室、便所、洗面所、脱衣室、浴室及び居間・食事室は同一階に設置
	

	玄関

	（要領）３
	(29)
	ァ
	玄関上り框の段差　　　　　　　cm≦11cm
段差が11cmを超える場合は、踏み台を設置し、又は設置できるスペースを設ける
（土間と踏み台の段差及び踏み台と上がり框の段差　　　　　　　cm≦11cm）
	

	
	
	
	ィ
	靴等の着脱等のために上り框部に手すりを設置できる
	

	便所

	（要領）３
	(30)
	ァ
	出入口の建具は、外開き戸等とし、緊急時の救助に支障のない構造
	

	
	
	
	ィ
	手すりを設置できる
	

	
	
	
	ゥ
	建具の鍵は、外から開錠が可能
	

	
	
	
	ェ
	壁には暖房等に用いるための電気コンセントを設ける
	

	浴室

	（要領）３
	(31)
	ァ
	出入口は　　　　　　　cm≦２cmの単純段差
	


	
	
	
	
	（やむを得ない場合は、手すりを設けるとともに、浴室内外の高低差　　　　　　cm≦12cm、かつ、またぎ高さ　　　　　　　ｃｍ≦18cm）　
	

	
	
	
	ィ
	出入口の建具は、緊急時に外から救助に入ることが可能な構造
	

	
	
	
	ゥ
	浴槽の出入用の手すりを設置
	

	
	
	
	ェ
	浴槽の縁の高さは30cm≦　　　　　　　　cm≦50cm
	

	廊下

	（要領）３
	(32)
	ァ
	段差のない構造（５mm以内）
	

	
	
	
	ィ
	壁の片側に手すりを設置できる
	

	
	
	
	ゥ
	 (28)に規定する部屋とが段差のない構造（５mm以内）
	

	階段

	（要領）３
	(33)
	ァ
	Ｔ≧19．5cm、Ｒ／Ｔ（ 　　　　）≦22／21、55cm≦Ｔ＋2Ｒ（　　　　　　cm）≦65cm
（Ｒ：蹴上げ　　　　　　　cm　Ｔ：踏面　　　　　　　cm）
	

	
	
	
	ィ
	床の仕上げは、滑りにくい材質
	

	
	
	
	ゥ
	手すりを設置
	

	バルコニー
	（要領）３
	(34)
	
	出入口の段差　　　　　　cm≦18cm以下の単純段差又はまたぎ高さ
やむを得ない場合は、段差が＿＿＿＿　ｃｍ≦18cmとなる踏み台を設ける
（接地階の住戸を除く）
	

	通路等の

幅員
	（要領）３

	(35)
	ァ
	有効幅員は　　　　　　　ｃｍ≧78cm
柱の箇所にあっては　　　　　　　ｃｍ≧75cm 
	

	
	
	
	ィ
	出入口の有効幅員は　　　　　　　ｃｍ≧75cm
浴室及び便所については　　　　　　　ｃｍ≧60cm
	

	手すり
	（要領）３
	(36)
	ァ
	使用しやすい形状及び材質

適切な位置に設置
	

	
	
	
	ィ
	設置高さは、床仕上面（階段の場合は踏面の先端）から70から90cmを標準とする
	

	床の仕上げ
	（要領）３
	(37)
	
	滑りにくい床材を使用
	

	建具
	（要領）３
	(38)
	
	玄関を含め、開き戸の取っ手はレバー式（プルプッシュ式可）
	

	設備

	（要領）３
	(39)
	ァ
	給水、給湯設備の水洗金具は、レバー式等操作しやすい形状
湯温調節が安全に行える
	

	
	
	
	ィ
	照明設備は、安全上必要な箇所に設置し、十分な照度を確保
	

	
	
	
	ゥ
	各設備の設置にあっては、高齢者等にやさしい仕様及び設備の採用に努める
	


（注）・建設基準に合致している項目についてはチェック欄に○印を、合致していない項目についてはチェック欄に×印を、該当しない項目については斜線を記載してください。

　　　・住戸内のバリアフリーに関する基準については、一般エリアでは該当する項目の100％、一般エリア以外では該当する項目の70％以上を満たす必要があります。
（様式３－４）
防犯に配慮した共同住宅に係る設計チェックリスト　　　　　　
国土交通省設計指針欄凡例：○－必須（遵守）、△－推奨（できるだけ遵守）
	項    目
	基      準
	国土交通省

設計指針
	補助事業者

チェック
	備考

	１．共用出入口
	
	
	
	

	①共用玄関の配置
	道路及びこれらに準ずる通路（以下、「道路等」という。）からの見通しが確保された位置にあること。また、道路等からの見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	〇
	
	

	
	
	
	
	

	②共用玄関扉
	共用玄関には、玄関扉を設置すること。
また、玄関扉を設置する場合には、扉の内外を相互に見通せる構造とするとともにオートロックシステムとすること。
	△
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	③共用玄関以外の

共用出入口
	道路等からの見通しが確保された位置に設置すること。また、道路等からの見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	△
	
	


	
	
	
	
	

	
	オートロックシステムの場合は、自動施錠機能付き扉であること。
	○
	
	

	④照明設備
	共用玄関は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（内側においては50ルクス、外側においては20ルクス以上）
	○
	
	

	
	共用玄関以外の共用出入口は、人の顔、行動を識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（20ルクス以上）
	○
	
	

	２．管理人室（設置する場合）
	

	①構造及び配置
	共用玄関、共用メールコーナー（宅配ボックスを含む。以下同じ。）及びエレベーターホールを見通せる構造、又はこれらに近接した位置にあること。
	〇
	
	

	３．共用メールコーナー（設置する場合）
	

	①配置
	共用玄関、エレベーターホール又は管理人室等からの見通しが確保された位置にあること。
また、見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	○
	
	

	
	
	
	
	

	②照明設備
	人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（50ルクス以上）
	○
	
	

	③郵便受箱
	郵便受箱は、施錠可能なものとする。
	○
	
	

	
	オートロックシステムの場合、壁貫通型等であること。
	△
	
	


	項    目
	基      準
	国土交通省

設計指針
	補助事業者

チェック
	備考

	４．エレベーターホール　（設置する場合）
	
	
	

	①配置
	共用玄関の存する階のエレベーターホールは共用玄関又は管理人室等からの見通しが確保された位置等にあること。
また、見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	○
	
	

	
	
	
	
	

	②照明設備
	共用玄関の存する階のエレベーターホールの照明設備は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（50ルクス以上）
	○
	
	

	５．エレベーター
	（設置する場合）
	
	
	

	①防犯カメラ
	かご内に防犯カメラが設置されたものであること。
	○
	
	

	②連絡及び

警報装置
	非常の場合において、押しボタン、インターホン等によりかご内から外部に連絡又は吹鳴する装置が設置されたものであること。
	○
	
	

	③扉
	かご及び昇降路の出入口の扉は、エレベーターホールからかご内を見渡せる窓が設置されたものであること。
	○
	
	

	④照明設備
	かご内は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（50ルクス以上）
	○
	
	

	６．共用廊下・共用階段
	
	
	

	①構造
	それぞれの各部分、エレベーターホール等からの見通しが確保され、死角を有しない配置又は構造であること。
	△
	
	

	
	各住戸のバルコニー等に近接する部分については、当該バルコニー等に侵入しにくい構造であること。
	△
	
	

	
	屋外に設置されるものについては、住棟外部から見通しが確保されたものであること。
	△
	
	

	
	屋内に設置されるものについては、各階において階段室が共用廊下等に常時開放されたものであること。
	△
	
	

	②照明設備
	人の顔、行動を識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。（20ルクス以上）
	○
	
	

	７．自転車置場・オートバイ置場
	
	
	

	①配置
	道路等、共用玄関又は居室の窓からの見通しが確保された位置に配置する。
	○
	
	

	
	屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において周囲に外部から自転車置場等の内部を見通すことが可能となる開口部を確保する。また、地下階等構造上周囲からの見通しが困難な場合には、防犯カメラ設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	○
	
	


	項    目
	基      準
	国土交通省

設計指針
	補助事業者

チェック
	備考

	②盗難防止措置
	チェーン用バーラック、サイクルラックの設置等自転車又はオートバイの盗難防止に有効な措置が講じられたものであること。
	○
	
	

	③照明設備
	人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。（３ルクス以上）
	○
	
	

	８．駐車場
	
	
	
	

	①配置
	道路等、共用玄関又は居室の窓からの見通しが確保された位置に配置する。
	○
	
	

	
	屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において周囲に開口部を確保する。
また、地下階等構造上周囲からの見通しが困難な場合には、防犯カメラ設置等の見通しを補完する対策を実施すること。
	○
	
	

	②照明設備
	人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。（３ルクス以上）
	○
	
	

	９．通路（道路に準ずるものを除く）
	
	
	

	①配置
	道路等、共用玄関又は居室の窓からの見通しが確保された位置に配置すること。
	○
	
	

	②照明設備
	人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。（３ルクス以上）
	○
	
	

	10．児童遊園、広場又は緑地等　（設置する場合）
	
	
	

	①配置
	道路等、共用玄関又は居室の窓からの見通しが確保された位置にあること。
	○
	
	

	②照明設備
	人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。（３ルクス以上）
	○
	
	

	③柵又は垣等
	周囲からの見通しが確保されない死角の原因及び住戸の窓等への侵入の足場とならない位置、構造、高さ等とする。
	○
	
	

	11．防犯カメラ
	（設置する場合）
	
	
	

	①設置
	設置する場合には、有効な監視体制のあり方を併せて検討するとともに、記録装置を設置していること。
	△
	
	

	②配置
	配置する場合には、見通しの補完、犯意の抑制等の観点から有効な位置、台数等を検討し適切に配置すること。
	○
	
	

	③照明装置
	防犯カメラを設置する部分の照明設備は、各項目に掲げるもののほか、当該防犯カメラが有効に機能するため必要となる照度を確保したものとする。
	○
	
	

	12．その他
	
	
	
	

	①屋上
	出入口等に扉を設置し、屋上を常時開放する場合を除き、当該扉は、施錠可能なものであること。
	○
	
	

	
	屋上がバルコニー等に接近する場所となる場合には、避難上支障のない範囲において、面格子又は柵の設置等侵入防止に有効な措置を講じたものであること。
	○
	
	


	項    目
	基      準
	国土交通省

設計指針
	補助事業者

チェック
	備考

	②ゴミ置場
	道路からの見通しが確保されたものであること。
	○
	
	

	
	住棟と別棟とする場合には、住棟等への延焼のおそれのない構造等とすること。
	○
	
	

	
	他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画するとともに、照明設備を設置すること。
	△
	
	

	③集会所


	集会所等の共同施設は、周囲からの見通しが確保されたものであること。
	○
	
	

	13．住戸の玄関扉
	
	
	
	

	①ドアスコープ、

ドアチェーン等
	ドアスコープ及びドアチェーン等が設置されていること。
	○
	
	

	14．インターホン
	
	
	
	

	①外側との通話
	住戸玄関の外側との間での通話可能な機能を有するインターホン又はドアホンが設置されていること。
	△
	
	

	②管理人室等との

通話
	管理人室が置かれている場合には、管理人室との間で通話可能な機能を有するものであること。
	△
	
	

	
	オートロックシステムを導入する場合には、住戸内と共用玄関の外側との間で通話可能な機能等及び共用玄関扉の電気錠を住戸内から開錠できる機能を有するものであること。
	△
	
	

	15．住戸の窓
	
	
	
	

	①共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれの無い小窓を除く。）及び接地階に存する住戸の窓
	バルコニー等に面する以外のものは、面格子の設置等侵入防止に有効な措置が講じられたものであること。
	○
	
	

	②バルコニー等に面する窓
	侵入が想定される階に存するものは、錠付きクレセント、補助錠の設置等侵入防止に有効な措置が講じられたものであること。
	○
	
	

	16．バルコニー
	
	
	
	

	①侵入防止策
	バルコニーが縦樋、手摺り等を利用した侵入が容易な位置にあるものは、面格子の設置等侵入防止に有効な構造を有するものであること。
	○
	
	

	②手摺り等
	バルコニーの手摺りは、プライバシーの確保、転落防止及び構造上支障の無い範囲において、周囲の道路等、共用廊下、居室の窓等からの見通しが確保された構造のものであること。
	△
	
	

	③接地階
	外側等の住居周りは、住居のプライバシーの確保に配慮しつつ、周囲からの見通しを確保したものであること。
	△
	
	

	
	専用庭を配置する場合には、その周囲に設置する柵又は垣等は、侵入の防止に有効な構造とすること。
	○
	
	


（注）基準に記載している照度の数値は、平均水平面照度（床面又は地面における平均照度）の数値とする。

（注）補助事業者チェック欄は、適合するものについては○を、適合していないものについては×を記入すること。

（様式３－５）

居住者（契約者）一覧表
	居住者氏名
	住　　　所
	家賃補助申請

予定の有・無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無


（注）１　現在の居住者（契約者）全員を記載してください。

２　現在の居住者が無い場合は「なし」と記載してください。

３　現在の居住者（契約者）の全員が、立ち退きに合意した旨の書類を添付してください。

（様式３－６）

平成　　年　　月　　日

立ち退き合意書
　今般、賃貸人　　　　　　　　　　　　　　　　　と借家人　　　　　　　　　　　　　　　　　は、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度を十分理解し、次の物件からの立ち退きについて合意したことを証します。

記

１　建物所在地

大阪市


区

２　構造・階数



造


階建

賃 貸 人

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
借　家　人

住　　所　　〒

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（様式４）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長
建替事業計画認定通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった建替事業計画については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第４条第２項の審査の結果、認定となりましたので通知します。

記

１　建替種別　　　
２　事業期間
　建替事業計画承認日　～　平成　　年　　月　　日

３　建替計画概要
	承認番号
	

	計画敷地
	大阪市　　　　　　区

	敷地面積
	
	
	
	

	従前建物状況
	棟数：　　　　棟
	戸数：　　　　戸
	階数：　　　　階　構造：

	
	用途：
	建築年：

	
	延床面積：　　　　　　㎡（補助対象床面積：　　　　　㎡）

	計画建物概要
	棟数：　　　　棟
	戸数：　　　　戸
	階数：　　　　階　構造：

	
	用途： 
	

	
	延床面積：　　　　　　㎡


（注）・事業期間内、かつ、補助金の交付決定を受けた年度の３月15日（本市の定める休日である場合は、その日以前の直近の休日でない日）までに実績報告、建替完了報告を提出しなければなりません。ただし、交付決定がない場合にあっては、事業期間内に建替完了報告を提出しなければなりません。
・補助事業の着手（建設工事契約等）は補助金の交付決定後又は全体設計承認後に行ってください。

・補助事業の内容を変更する場合には、市長の承認を受けなければなりません。変更の申請又は届出を怠った場合は、建替事業計画承認を取り消します。
・補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
（様式４－２）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長
建替事業計画不認定通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった建替事業計画については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第４条第３項の審査の結果、不認定となりましたので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　不認定の理由
（様式５）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
補助事業着手届
   平成　　年　　月　　日付け（大阪市指令都整　　・大都整　　）第　　　号で（建替事業計画承認・建替事業計画認定・交付決定・全体設計承認・建替事業計画変更等承認・交付変更承認・全体設計変更承認）のあった件について、補助事業に着手したので､大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第９条又は第９条の２の規定に基づき、次のとおり提出します。

記

	承認番号
	

	建替計画敷地
（地名地番）
	大阪市　　　　　区　　　



	実施設計費委託契約金額
	　　　　　　　　      　　   　　    　　  円

（消費税抜額 　        　　　　　　　　　  円）

	工事監理費契約金額
	　　　　　　　　    　　     　　     　   円

（消費税抜額           　　　　　　        円）

	除却費等契約金額
	　　　　　　　　    　　     　　      　  円

（消費税抜額           　　　　　　        円）

	建設工事契約金額
	　　　　　　　　  　　       　　　        円

（消費税抜額           　　　　　　        円）


（注）１　補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更をする場合には、市長の承認を受けなければなりません。
　　　２　契約図書の原本を持参してください。また、内訳明細書（補助対象項目ごとの事業費が分かる明細書）を添付してください。
３　建替事業計画承認、建替事業計画認定、交付決定、全体設計承認、建替事業計画変更等承認、交付変更承認又は全体設計変更承認にかかる通知書の写しを添付してください。

　　　４　補助事業のうち、補助対象項目以外についても提出してください。

（様式５－２）

	工事名称：

	名称
	仕様
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	共通仮設工事
	
	１
	式
	
	

	建築主体工事
	
	１
	式
	
	

	電気設備工事
	
	１
	式
	
	

	給排水衛生工事
	
	１
	式
	
	

	昇降機設備工事
	
	１
	式
	
	

	外構工事
	
	１
	式
	
	

	諸経費
	
	１
	式
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	１
	式
	
	


（注）補助対象項目ごとの事業費が分かる明細書も添付すること。

（様式６）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
建替事業計画変更等承認申請書
平成　　年　　月　　日付け大都整　　第　　　　　号で建替事業計画の（承認・認定・変更等承認）のあった補助事業について、下記のとおり変更したいので申請します。

記

１　承　認　番　号
２　変　更　事　項
ア．補助事業の内容　　　　イ．補助事業の中止又は廃止

ウ．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　変　更　内　容

４　変　更　理　由
（様式７）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長
建替事業計画変更等承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった建替事業計画変更等承認申請については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第10条第２項の審査の結果、承認となりましたので通知します。

記

1 承認番号
2 変更事項
3 変更内容
（注）・事業期間内、かつ、補助金の交付決定を受けた年度の３月15日（本市の定める休日である場合は、その日以前の直近の休日でない日）までに実績報告または建替完了報告を提出しなければなりません。

・補助事業の内容を変更する場合には、市長の承認を受けなければなりません。変更の申請又は届出を怠った場合は、建替事業計画承認を取り消します。

・補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは市長の承認を受けなければなりません。
・補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。

（様式８）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
補助金交付申請書
  大阪市民間老朽住宅建替支援事業について、補助金の交付を受けたいので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、指定書類を添えて次のとおり申請します。

記

１　建替計画敷地
　　大阪市

区
２　建替種別　　□単独建替　（　□隣地取得型戸建住宅建替　　□個別建替　　□誘導建替　）

　　　
□協調建替　（　□誘導建替　　□まちづくり建替　）

□共同建替　（　□まちづくり建替　）

３　補助対象項目　　□除却　　□実施設計

・
　　□工事監理　　□共同施設整備　　□災害時避難通路整備
着手(予定)日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
４　交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　円 

	大 阪 市 記 入 欄

	承認番号
	エリア
	チェック1
	チェック２
	その他

	
	
	
	
	


（注）優先地区の場合、建替種別の括弧内を選択してください。
（様式８－２）

申請額内訳書
１　申請額計算書

	補助対象項目
	補助率


	補助対象

事業費
	補助基礎額

	交付申請済額


	今回申請額


	備考
	大阪市記入欄

	
	ａ
	ｊ　　千円
	ｂ　千円
	　　千円
	　千円
	
	１
	２

	除却費等
	／
	
	ａ×ｊ
	
	
	　
	
	

	調査設計

計　　画
	実施設計
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	
	工事監理
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	共同施設

整　　備
	空地等
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	
	住宅用駐車施設整備
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	
	昇降機設置工事
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	
	　
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	
	　
	／
	
	
	
	
	　
	
	

	災害時避難通路整備
	／
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	ｃ
	ｄ
	
	
	

	補助限度額
	ｉ
	
	　
	
	
	

	申請額
	　
	　
	ｅ
	
	
	


（注）ａ：大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱 別表４に定める補助率

ｊ：「３　費用の明細」の区分ごとの補助対象事業費（ｊ）

ｂ＝ａ×ｊ　（千円未満切り捨て）

ｅ：ｃ＋ｄ≦ｉの場合はｅ＝ｄ、ｃ＋ｄ＞ｉの場合はｅ＝ｉ－ｃ
２　住宅専用床面積、エリア及び建替種別による補助限度額

	
	補助対象項目
	補助率


	補助対象面積

及び台数
	限度額単価


	補助対象

事業費
	補助基礎額


	備考
	大阪市記入欄

	
	
	ａ
	ｆ　　㎡
	ｇ　　千円/㎡
	ｊ　　千円
	ｂ　　千円
	
	１
	２

	
	除却費等
	／
	
	
	
	
	
	
	

	
	調査設計計画費

・
共同施設整備費
	
	住宅専用床面積の合計
	住宅専用床面積限度額単価
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	住宅用機械式駐車施設台数
	機械式駐車施設単価
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	住宅専用床面積による

補助限度額
	
	ｋ 
	
	
	

	エリア及び建替種別による補助限度額
	
	ｌ □対象外

　 □10,000千円

　 □40,000千円
	
	
	

	補助限度額
	ｉ
	
	
	


（注）隣地取得型戸建住宅建替の場合は記載不要
ａ：大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱 別表４に定める補助率

ｊ：「３　費用の明細」の各補助項目の補助対象事業費（ｊ）

ｆ：建替事業計画認定時の値を限度とする。

ｂ＝ａ×ｊ　、ｆ×ｇ　（千円未満切り捨て）

ｋ：補助対象項目ごとのｂの合計

ｌ：優先地区を除く区域における単独建替は１千万円、共同建替・協調建替は４千万円
ｉ：ｋ・ｌのいずれか小さい値

住宅用機械式駐車施設台数は補助対象住戸数の25％に相当する設置台数を限度とする。
３　費用の明細

（１）除却等費　

	区分
	構造
	補助対象面積

（評価証明面積）

Ａ    　　㎡
	事業費

(契約見込額)

Ｂ 　　千円
	除却費

限度額単価

Ｃ　　千円/㎡
	限度額

Ｄ  　　千円
	補助対象

事業費

千円
	備考　
	大阪市記入欄

	
	
	
	
	
	
	
	
	１
	２

	除却費等
(整地費を含む)
	木造
	
	
	
	Ａ×Ｃ


	ＢとＤの小さい値


	
	
	

	
	非木造
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	Ｅ

	
	Ｆ

	ｊ

	
	
	


（注）Ｂ、Ｄ：千円未満切捨て
ｊ：ＥとＦのいずれか小さい値

ただし、既に除却等費の交付決定を受けている場合は、ｊ欄は当該決定に係る値を限度とする
（２）調査設計計画費　

	構造
	延床面積

Ｇ   ㎡
	標準的な仕様による
建設工事費

限度額単価

Ｈ  千円/㎡
	建設工事費

限度額

Ｉ　 千円
	建設工事費

(契約見込額)
Ｊ   千円
	区分
	建築設計費

(契約見込額)
Ｋ  千円
	限度額

Ｌ　 千円
	住宅率

Ｍ
	補助対象

事業費

j 　千円
	備考
	大阪市記入欄

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	１
	２

	□ＲＣ造

□ＳＲＣ造
	
	
	Ｇ×Ｈ


	
	実施設計
	
	ＩとＪの小さい値より算出
別表６
	％
	（ＫとＬの小さい値）×Ｍ
	
	
	

	□Ｓ造

□(　　　　)
	
	
	
	
	工事監理
	
	別表７


	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


（注）Ｉ、Ｊ、Ｋ、ｊ：千円未満切捨て
Ｇ：小数第二位まで（小数第三位以下を切り捨て）とし、実施設計費の申請にあっては建替事業計画承認申請時、工事監理費の申請にあっては建替事業計画認定時の値を限度とする

Ｌ：Ｉの合計とＪのいずれか小さい値より算出

ｊ：ＫとＬのいずれか小さい値に住宅率（Ｍ）を乗じた値
ただし、既に交付決定又は全体設計承認を受けている区分については、ｊ欄は当該決定又は承認に係る値を限度とする

（３）共同施設整備費

	区分
	補助対象面積

Ｎ　　　　　　㎡
	事業費

(契約見込額)

Ｏ      千円
	標準的な仕様による

限度額単価

Ｐ   千円/㎡
	限度額

Ｑ      千円
	補助対象

事業費

ｊ　　千円
	備考
	大阪市記入欄

	
	
	
	
	
	
	
	１
	２

	空地等
	通路整備費
	
	
	外構


	Ｎ×Ｐ
	
	
	
	

	
	児童遊園整備費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	緑地整備費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	広場整備費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の施設
	住宅用駐車施設整備費
	
	
	外構


	
	
	
	
	

	
	住宅用機械式駐車施設整備費
	住宅用機械式駐車施設

台
	
	機械式駐車施設
	
	
	
	
	

	
	共用通行部分整備費

（昇降機設置工事費以外）
	共用通行部分面積
	
	主体
	
	
	※
	
	

	
	昇降機設置工事費
	延床面積
	
	昇降機設置
	
	
	※
	
	

	
	設備
	電気室及び機械室建設費
	延床面積
	
	設備
	
	Ｏの計とＱの小さい値
	※
	
	

	
	
	消防施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	避難施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	監視施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	供給処理施設
	
	給水施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	排水施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	電気施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	ガス施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	電話施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	ごみ処理施設整備費
	
	
	
	
	
	※
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	※
	
	

	包括積算施設整備費
	延床面積
	契約見込額×包括積算率
	主体+設備+昇降機設置
	Ｎ×Ｐ×包括積算率
	
	
	
	


（注）Ｏ、Ｑ、ｊ：千円未満切捨て

※の行は包括積算施設整備費を記入した場合は記入不要
Ｎ：小数第二位まで（小数第三位以下を切り捨て）とし、建替事業計画認定時の値を限度とする
ｊ：ＯとＱのいずれか小さい値
ただし、既に共同施設整備費の交付決定又は全体設計承認を受けている場合は、ｊ欄は当該決定又は承認に係る値を限度とする

（４）災害時避難通路整備費
	区分
	補助対象面積
Ｒ　　　　　　㎡
	事業費
(契約見込額)
Ｓ　     千円
	標準的な仕様による
限度額単価
Ｔ　　    千円/㎡
	限度額
Ｕ      千円
	補助対象
事業費
　　　千円
	備考
	大阪市記入欄

	
	
	
	
	
	
	
	１
	２

	通路整備費
	
	
	外構
	Ｒ×Ｔ
	ＳとＵの小さい値
	
	
	

	門扉整備費
	門扉
箇所
	
	門扉
	
	
	
	
	

	サイン整備費
	サイン
箇所
	
	サイン
	
	
	
	
	

	合計
	ｊ
	
	
	


（注）Ｓ、Ｕ、ｊ：千円未満切捨て
　　　Ｒ：小数第二位まで（小数第三位以下を切り捨て）とする
ｊ：ＳとＵのいずれか小さい値の合計
　　　ただし、既に災害時避難通路整備費の交付決定を受けている場合は、ｊ欄は当該決定に係る値を限度とする
（様式８－３）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
収支予算書
大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱に定める建替にあたり、収支が次のとおりであることを報告いたします。
記

上段：消費税込金額　　
（下段：消費税抜金額）　
	調 査 設 計
計 画 費
	実施設計費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	
	工事監理費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	
	小　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	除却費等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	建設工事費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	合計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	借入れ金額
	円　　

	自己資金
	円　　

	合計
	円　　


（様式９）

大阪市指令都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長
補助金交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあった件について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第６条第２項の規定に基づき、次のとおり交付決定したので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　建替種別



５　補助対象項目　　　　　　
６　交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　円 

７　交付条件
(1)補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けなければなりません。

(2)補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければなりません。

(3)補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告し指示を受けなければなりません。
(4)市長が、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して報告を求め、又はその担当職員に該当補助事業者の事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる必要があると認めたときは、これに協力しなければなりません。

(5)交付決定に係る事業が完了した場合においては、速やかに大阪市長に届け出なければなりません。

(6)交付決定に係る事業が申請年度内に完了しなかった場合は、本交付決定を取り消します。

(7)補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
（様式９－２）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

補助金不交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあった件について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第６条第５項の規定に基づき、次のとおり交付しない旨の決定したので通知します。

記

１　補助事業者
住　所　　

氏　名

２　建替計画敷地
大阪市


区

３　不交付決定の理由

（様式10）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
補助金交付申請取下書
  平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　号で交付決定のあった補助対象事業について、取下げをしたいので次のとおり提出します。

記

1 承認番号
2 交付決定額






　　　　　　　　　　　　円
3 取下理由
（様式11）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

補助金交付申請取下承認通知書

平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　　　号で交付決定を行った件の補助金について、取下書の提出があったので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき、次の内容の交付申請の取下げについて、承認したので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　建替種別
（様式12）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
補助金交付変更承認申請書
  平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　号で補助金の（交付決定・交付変更承認）を受けた補助対象事業について、当該決定の額を変更したいので次のとおり申請します。

記

1 承認番号
2 変更理由
　　　　　　　　　　　
3 交付変更申請額
　　　　　　

　　　　　　交付決定額
　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　交付変更申請額
　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　差引増△減額
　　　　　　　　　　　　　　円

	大 阪 市 記 入 欄

	チェック1
	チェック２

	
	


（様式13）

大阪市指令都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

補助金交付変更承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで交付変更承認申請のあった件について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第10条第２項の規定に基づき、次のとおり承認したので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地　　　　　大阪市


区
４　建替種別
５　補助対象項目
６　交付変更決定額
　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円



　交付変更決定額　　　　　　　　　　　　　　　円

差引増△減額　　　　　　　　　　　　　　　円
７　交付条件
(1)補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けなければなりません。

(2)補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければなりません。

(3)補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告し指示を受けなければなりません。

(4)市長が、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して報告を求め、又はその担当職員に該当補助事業者の事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる必要があると認めたときは、これに協力しなければなりません。

(5)交付決定に係る事業が完了した場合においては、速やかに大阪市長に届け出なければなりません。
(6)交付決定に係る事業が申請年度内に完了しなかった場合は、本交付決定を取り消します。

(7)補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
（様式14）

大阪市指令都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

建替事業計画承認、認定及び交付決定取消通知書
大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第10条第３項の規定に基づき、次のとおり承認、認定及び交付決定を取り消します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　取消理由
　　

　□　補助事業が補助要件を満たさなくなった

　　□　申請または届出を怠った

　　□　その他


（様式15）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
現地完了検査依頼書
  平成　　年　　月　　日付け大都整　　第　　　号で建替事業計画の（承認・認定・変更等承認）を受けた補助事業について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第11条第３項又は第11条の２第２項の規定に基づき、現地検査を依頼します。
記

　承認番号
（様式16－１）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
実　績　報　告
  平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　号で補助金の（交付決定・交付変更承認）を受けた補助対象事業が完了したので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第11条第１項の規定により、次のとおり報告します。

記

１　承認番号
２　補助金の交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　円

（様式16－２）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印

建　替　完　了　報　告
  平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　号で補助金の（交付決定・交付変更承認）を受けた補助事業が完了したので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第11条第２項の規定により、次のとおり報告します。

記

１　承認番号
２　補助金の交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　円

（様式16－３）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印

建　替　完　了　報　告
  平成　　年　　月　　日付け大都整　　第　　　号で建替事業計画の（認定・変更等承認）を受けた補助事業が完了したので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第11条第４項の規定により、次のとおり報告します。

記

１　承認番号
（様式16－４）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

領 収 書 等 遅 延 理 由 書
　大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱に基づき、（実績・建替完了）報告を行うにあたり、建設工事費等の支払いを証明する書類等（領収書・登記簿謄本等）の提出が次の理由により遅延いたします。

　なお、当該書類につきましては、（補助金請求の際・受領後速やか・登記完了後速やか）に必要書類とあわせて提出いたします。

領収書等の写しの提出が遅延する理由

（参考例）

・平成○○年○○月○○日付け△△工事請負契約により、工事費の支払いが□□□□のため、完了報告時に領収書を添付することができません。

　・□□□□のため、完了報告時に登記が完了しておらず、登記簿を添付することができません。
なお、工事費に係る要支払い額を示す書類として、当該工事費に係る請求書の写しを添付します。



　支払い額
　金　　　　　　　　　　円



　支払い予定日
　平成　　年　　月　　　頃

　　　　　　　　　登記完了予定日
　平成　　年　　月　　　頃

補助事業者　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印
（様式16－５）
平成　　年　　月　　日

大阪市長

敷地外に駐車施設を確保した旨の報告書
　建替事業計画承認申請時に提出した誓約書に基づき、自動車駐車施設を敷地外に確保しましたので報告します。

１　確保した場所（地図を添付）

所在地（住所）：

駐車施設名：
２　確保した台数

　　　　　　　　　　台

３．添付資料
· 駐車施設位置図

· 契約書の写し

補助事業者　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　

印
（様式16－６）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印
収支報告書
大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱に定める建替にあたり、収支が次のとおりであることを報告いたします。
記

上段：消費税込金額　　
（下段：消費税抜金額）　
	調 査 設 計
計 画 費
	実施設計費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	
	工事監理費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	
	小　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	除却費等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	建設工事費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	合計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	借入れ金額
	円　　

	自己資金
	円　　

	合計
	円　　


（様式16－７）

平成　　年　　月　　日

大阪市長

補助事業者
住所

氏名         　　　　　　            　印

建　替　完　了　報　告
  平成　　年　　月　　日付け大都整　　第　　　号で建替事業計画の（承認・変更等承認）を受けた補助事業が完了したので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第11条の２第１項の規定により、次のとおり報告します。

記

１　承認番号
２　補助金の交付決定額
補助対象項目　　　　　　　　　 □除却　□実施設計　□工事監理　□災害時避難通路整備
交付（交付変更）決定額　　 　　　　　　　　　　　　　　　円
補助対象項目　　　　　　　　　 □除却　□実施設計　□工事監理　□災害時避難通路整備

交付（交付変更）決定額　　 　　　　　　　　　　　　　　　円
交付（交付変更）決定額の合計　 　　　　　　　　　　　　　円

（様式17）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

補助金の額の確定通知書
平成　　年　　月　　日付けで（実績・建替完了報告）のあった件について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第12条第１項の規定に基づき、次のとおり補助金の額が確定したので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　建替種別
５　補助対象項目
６　確定補助金額
　　　　　　　　　　　　　　円
(注)　補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。

（様式18）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

検査適合通知書
平成　　年　　月　　日付けで建替完了報告のあった件について、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第12条第２項の規定に基づき、建替事業計画に適合していると認めたので通知します。

記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　建替種別
(注)　「領収書等遅延理由書」を提出の場合、必要書類の提出がなければ、本通知を取消し、補助金を返還していただきます。
(注)　補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。

（様式19）

大阪市指令都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長
補助金交付決定取消兼返還命令書
  平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　　　号で交付決定を行った件の補助金については、受給方法が不正に行われていたことが明らかになったので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第15条及び第22条の規定に基づき補助金交付決定の取消しを行うとともに、次のとおり補助金の返還を命ずる。
記

１　承認番号
２　補助事業者
住　所　　

氏　名

３　建替計画敷地
大阪市


区

４　返還金額
５　返還期限
６　取消理由
　

（注）補助金返還額は、同封の納入通知書により返還期限までに公金取扱銀行に納付してください。
（様式20）

大阪市指令都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

補助金事情変更による交付決定取消・変更通知書
平成　　年　　月　　日付け大阪市指令都整　　第　　　号で交付決定を行った件の補助金については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第16条第１項の規定に基づき、次のとおり取消・変更したので通知します。

記

１　取消・変更の内容

２　取消・変更の理由
（様式21）
平成　　年　　月　　日
大阪市長
補助事業者
住所
氏名         　　　　　　            　印
全体設計承認申請書
  大阪市民間老朽住宅建替支援事業について、全体設計承認を受けたいので、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第６条第１項に基づき、必要書類を添えて次のとおり申請します。
記
１　承認番号
２　建替計画敷地　　大阪市　　　　　区
３　建設工事着手予定日　　平成　　年　　月　　日

４　完成予定年度　　______＿＿＿_年度
５　全体設計承認申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円
	大 阪 市 記 入 欄

	エリア
	住市総建替種別
	チェック1
	チェック２

	
	
	
	


（様式22）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

全体設計承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった全体設計承認申請については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第６条第７項の審査の結果、承認となりましたので通知します。

記
１　承認番号
２　建替計画敷地
大阪市　　　　　区
（注）

・完成予定年度の４月１日（本市の定める休日である場合は、その日以後の直近の休日でない日）に、本承認にかかる交付申請書類を提出してください。手続きを怠ったときは、補助金の交付を受けることができなくなります。

・補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
・補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告し指示を受けなければなりません。

・市長が、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して報告を求め、又はその担当職員に該当補助事業者の事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる必要があると認めたときは、これに協力しなければなりません。
（様式23）
平成　　年　　月　　日
大阪市長
補助事業者
住所
氏名         　　　　　　            　印
全体設計変更承認申請書
平成　　年　　月　　日付け大都整　　第　　　号で（全体設計承認・全体設計変更承認）のあった補助事業について、当該承認の内容を変更したいので次のとおり申請します。

記
１　承認番号
２　建替計画敷地　　大阪市　　　　　区
３　変更理由
４　変更内容

ア　全体設計承認申請額
　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　円




　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　円




  差引増△減額　　　　　　　　　　　　　　　　円

イ　完成予定年度
　変更前　　　　　　　　　年度




　変更後　　　　　　　　　年度
	大 阪 市 記 入 欄

	エリア
	住市総建替種別
	チェック1
	チェック２

	
	
	
	


（様式24）

大都整　　第　　　号
平成　　年　　月　　日
様

大阪市長

全体設計変更承認通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった全体設計変更承認申請については、大阪市民間老朽住宅建替支援事業建替建設費補助制度補助金交付要綱第10条第２項の審査の結果、承認となりましたので通知します。

記
１　承認番号
２　建替計画敷地
大阪市　　　　　区
（注）

・完成予定年度の４月１日（本市の定める休日である場合は、その日以後の直近の休日でない日）に、本承認にかかる交付申請書類を提出してください。手続きを怠ったときは、補助金の交付を受けることができなくなります。

・補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、補助事業の完了後５年間保存してください。
・補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければなりません。

・補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告し指示を受けなければなりません。

・市長が、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して報告を求め、又はその担当職員に該当補助事業者の事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる必要があると認めたときは、これに協力しなければなりません。
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